
日時：令和5年7月20日16:30～
場所：Web会議システム「Zoom」

日本慢性期医療協会
定例記者会見
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慢性期医療を取り巻く課題
寝たきり防止へ向けた慢性期医療の課題は、担い手の「質」「量」
「意識（やる気）」の改善。

質

やる気量

医療と介護のシームレス化
・総合診療医の育成
・情報、評価指標の統一
・認知症の対応力強化

品質を高める教育と仕組み
・ニーズに応じた医療への経営者教育
・重症度、要介護度報酬からアウトカム評価
・投入資源量に応じた報酬制度

リハビリテーション量の増大
・基準リハビリテーションの導入
・基準介護の導入
・訪問リハビリテーションの充実

人間らしい生活
・個室化
・個別浴化
・身体拘束ゼロ

ケア人材の確保
・介護福祉士の仕事の統一
・同一スキル同一給与
・適切なタスクシェア、ICT化

専門性を活かしたチーム医療
・専門能力を発揮するチーム作り
・リハ看護、リハ介護の強化
・専門職の資格評価

リハビリテーション質の向上
・機能訓練からADL重視
・時間報酬からアウトカム報酬
・量だけでなく質を加えた評価制度
・リハビリテーション栄養の充実

慢性期医療の課題
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本日の内容

介護のアウトカムをどう評価すべきか？
〜利用者に応じた評価体系〜

・介護提供体制 ：寝たきり、要介護者の増加は崩壊を招く

・アウトカム評価 ：改善可能、改善困難での切り分けで評価可能

・新制度の構築 ：改善可能を推進するアセスメントと適切な評価を
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医療介護体制の大前提
高齢化と現役世代の急減が進むなか、医療介護従事者の急増は望みに
くい。これまでとは異なる抜本的な体制見直しが必要となる。

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和5年推計) 」

日本の将来推計人口と高齢化率
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出所：厚生労働省「令和4年版厚生労働白書」より作成
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寝たきり、要介護者の増加防止
要介護者の増加は医療介護人材の増加を意味する。今後の医療介護提供
者の目的は、寝たきりを減らし、要介護状態を軽減すること。

出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）」各年4月時点
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要支援要介護認定者数の推移（万人）
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改善へのアウトカム評価
要介護者数の増加は、1％の改善で防止できる。
アウトカムを高めることこそが医療介護提供体制を維持する。

出所：2019年の65歳以上人口、要支援、要介護者数は、厚生労働省「令和2年度介護保険事業状況報告」
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アウトカム評価を行う課題
アウトカム評価への課題はあるが、社会保険事業であるならば成果への
責任がある。要介護者を増加させないために、できることを考える。

多病、改善困難疾患

肺炎
改善困難な

疾患
尿路感染症

脱水

気管切開

慢性
閉塞性
肺疾患

家族支援の有無

クリームスキミング

事業者がアウトカムの改善が
見込まれる高齢者を選別 

悪化、改善の繰り返し

いつ時点で何を評価するか

アウトカム評価への課題例

高齢者は改善しにくい？
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利用者に応じた評価（改善可能性）
すべてを一律に評価することは現実的でない。改善可能と困難とに分
け、それぞれの評価体系を構築することもできる。

出所：厚生労働省「令和4年版厚生労働白書 欧州各国の介護
サーヒズ受給資格認定に見る予防・自立支援」

日本の介護保険
イメージ
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改善可能性の見極め
専門家のアセスメントにより、寝たきりでも改善可能性はある。

出所：介護費給付費分科会資料令和2年8月3日「地域包括ケア構築に向けて理学療法士・作業療法士・言語聴覚士からの提案」
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改善実績への評価
実際、要介護3-5の利用者の3割以上で要介護度の改善ができている。
しかしながら、改善すると収益（単位数）が減少してしまう。

通所リハの6ヶ月の状態の変化（介護度別）
*

出所：令和4年度厚生労働省老人保健健康増進等国庫補助金事業「生活期リハビリテーションにおける適切な評価の在り方に関する調査研究事業報告書」

1,039
1,206
1,369

757
897

通常規模型
7-8時間
単位数

改善すると 収益が下がる
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改善、軽度化の促進を①
重度であっても改善している。要介護度の軽度化は月4万円程度の費用減
となるため、この方向性を推進する仕掛けが必要である。

出所：図1は厚生労働省「令和3年度 介護給付費等実態統計の概況」、一人あたり費用額は「介護給付費等実態統計月報（令和５年３月審査分）」

292.6256.6216.3143.6107.530.621.7
←一人あたり費用額

（千円/月）

ココを増やす
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改善、軽度化の促進を②
要介護度4や5の重度でも要支援などに軽減した利用者も存在する。

出所：厚生労働省「令和3年度 介護給付費等実態統計の概況」
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介護のアウトカム評価案
アウトカム評価にあたっては、改善可能性でわけることからはじめる。
可能性のありはアウトカムで評価し、一人でも要介護、寝たきりを防ぐ
仕組み構築が必要である。

専門家によるアセスメント（グループ分け）

改善困難改善可能

適切な介護ケア改善へのリハビリテーション

より良いQOL要介護度の軽減

サービス量による評価アウトカムによる評価

現在の介護報酬制度介護度の軽減を原資とした介護報酬制度



良質な慢性期医療がなければ
日本の医療は成り立たない
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